業務管理体制の整備に関する報告書

令和〇年□月△日

長野県知事　様
事業者（法人）名　　　　株式会社〇〇〇〇　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
代表者の職・氏名  　　　代表取締役社長　〇〇　〇〇
このことについて、下記のとおり報告します。
記

１　事業者（法人）概要
	事業所番号
	Ａ２０から始まる全１７桁の番号を記入して下さい。（宛名に記載しています）

	事業者名
	株式会社　〇〇〇〇

	所 在 地

(主たる事務所の所在地)
	〒〇〇〇－〇〇〇〇　
長野県△△市□□番地

	連 絡 先
	 TEL　〇〇〇－〇〇〇－〇〇〇〇         　 FAX　〇〇〇－〇〇〇－〇〇〇〇

	法人の種別
	☑営利法人　□特定非営利活動法人　□医療法人　　　□社会福祉法人　
□社団法人　□市町村・広域連合　　□社会福祉協議会
□その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	代表者
	氏名
	　〇〇　〇〇
	職名
	　代表取締役社長

	
	生年月日
	　　　昭和〇〇年　〇〇月　〇〇日

	
	住所
	〒〇〇〇－〇〇〇〇　
長野県△△市□□番地

	報告書作成担当者
	氏名
	△△　△△
	職名
	　総務部長

	
	連 絡 先
	 TEL  〇〇〇－〇〇〇－〇〇〇〇  FAX　〇〇〇－〇〇〇－〇〇〇〇

	指定又は許可を受けている事業又は施設数（※）
	　計　　１０　か所　※「別紙事業所一覧表」を添付してください。


２　業務管理体制の整備に関する事項の届出状況
	法令遵守責任者
事業所数1以上20未満
	職名
	総務部長
	氏名
	△△　△△

	
	生年月日
	　昭和〇〇年　〇〇月　　〇〇日

	法令遵守規程の整備
事業所数20以上100未満
	· 整備済み
	☑　未整備
	整備予定時期
　　R６年１月

	業務執行の状況の定期的な監査
事業所数100以上
	· 実施済み
	· 未実施
	実施予定時期
　　　年　　月


※規程の整備及び監査が必須の事業者で未整備（未実施）の場合は、予定時期を明記してください。
※業務が法令に適合することを確保するための規程の概要等や業務執行状況の監査の方法の概要を
整備している場合は、資料を添付してください。
３　業務管理体制（法令等遵守）の取組内容
 （１）業務管理体制（法令等遵守）についての考え（方針）
①貴事業者（法人）における業務管理体制（法令等遵守）についての、経営者（陣）の考え（方針）を、以下の欄に記入してください。
【介護サービス事業者は、利用者への適切なサービス提供、制度の健全な運営と国民からの信頼を確保するため、法令等の自主的な尊重が求められます。】
	〔※事業者の方針を規定した文書がある場合は、その文書を別紙として提出すれば記載不要です。〕
社会福祉関係法令を遵守し、利用者に対して、誠実で信頼でき、かつ、適切で安全・安心な福祉サービスを提供する。当法人が定める法令遵守マニュアル、職員行動指針、就業規則等をすべての職員が遵守し、これを実践（公表）することで利用者や関係者の安全・安心を実現する。社会関係法令を遵守した業務管理体制の構築により、職員が当法人の福祉サービス事業に誇りとやりがいをもって働くことができる職場環境を実現する。


②上記（１）で回答した考え（方針）について、文書で規定し、全役職員に周知していますか。以下の欄の該当する□にチェックしてください。周知している場合には、その方法を記入してください。また、文書で定めた資料があれば、提出してください。
（例：法令遵守規程）
	☑考え（方針）を文書で定めている　　□考え（方針）を文書で定めていない

	☑全役職員に周知している　□一部の役職員に周知している　□周知していない

	周知方法

ミーティングや定期的な研修を通じて法令の遵守を徹底するための注意事項や全職員が守るべきこと・やってはいけないことなど法令遵守に関する法人理念を周知徹底している。また、職員の執務室やロビー等へ掲示し職員がいつでも確認できるようにしている。

	提出資料名：法令遵守マニュアル、職員行動指針、就業規則


（２）法令遵守責任者の役割と業務内容
①貴事業者（法人）は、法令遵守責任者をどのように決定しましたか。以下の欄に決定のプロセスを記入してください。また、決定のプロセスの分かる資料があれば提出してください。
（例：取締役議事録等）
	決定のプロセス：

取締役会で決定する

	提出資料名：　取締役会議事録、法令遵守マニュアル


②貴事業者（法人）は、業務管理体制に係る法令遵守責任者について、全役職員に周知していますか。以下の欄に該当する□にチェックしてください。

周知している場合には、その方法を記入してください。また、周知していることが分かる資料があれば、提出してください。
（例：職員会議資料、社内掲示資料、辞令交付書）
	☑全役職員に周知している　□一部の役職員に周知している　□周知していない

	周知方法

取締役会で決定した事項は、各事業所の管理者を通して全職員に周知している。

	提出資料名：　法令遵守マニュアル、業務管理体制（組織図）、辞令交付書


③法令遵守責任者の役割及び業務内容を以下の欄に記入してください。また、法令遵守責任者の役割及び業務内容が分かる資料（内部規程等）があれば、提出してください。

	役割及び業務内容：
・法人内で実施している会議において制度の改正点や注意事項を職員に説明し、事業所において不正が起こらないよう管理している。
・年度当初に法令遵守に関する研修を開催し、職員の法令遵守に関する意識を向上させる役割を担っている。

	提出資料名：


（３）法令遵守規程の整備・周知　（事業所（施設）数が２０以上の法人等は必須）
　法令遵守についての考え（方針）に沿って策定した法令遵守規程について、各事業所・施設等に周知していますか。以下の欄の該当する□にチェックしてください。
周知している場合には、その方法を記入してください。また、周知していることが分かる資料があれば、提出してください。（例：職員会議資料等）
	法令遵守規程の作成について
	☑作成している　　□作成していない

	法令遵守規程の周知について
	☑全職員に周知している　　□一部の職員に周知している
□周知していない

	周知方法

役員には、取締役会において周知。
職員には、毎年開催している法令等遵守研修により周知。また、各事業所の事務室に掲示している。

	提出資料名：法令遵守規程


（４）業務執行状況の監査　（事業所（施設）数が１００以上の法人等は必須）
業務の執行状況について、監査を定期的に実施していますか。また、監査の実施状況が分かる資料を添付して下さい。

	業務の執行状況の監査について
	☑実施している　　□実施していない

	監査方法

法人においては監査部門による内部監査を年１回実施している。
事業所においては、法令等遵守に関する自己点検を行い事業運営の適正化に努めている。

	提出資料名：内部監査報告書


（５）業務管理体制（法令等遵守）の取組状況
貴事業者（法人）における業務管理体制（法令等遵守）の取組状況について、以下の欄に該当する□にチェックしてください。

	☑業務管理体制の整備に関する事項の届出書を提出している
☑法令等遵守マニュアルを整備している

　※法令等遵守方針及び法令遵守規程に沿って、役職員が遵守すべき法令等の解説、違法行為を発見した場合の対処方針等を具体的に示した手引書
☑法令等遵守の状況について、定期的に又は必要に応じて経営者（陣）に報告している

☑緊急時における経営者（陣）への報告体制を整備している
☑法令遵守責任者と事業所等との間で、情報交換・伝達・報告の場を設けている
☑法令等遵守の状況について、問題・違反があればその原因を分析して改善するようにしている

☑介護サービスが法令等に従って提供されているか、定期的に確認している
※人員配置基準の確保、定員の遵守、設備基準の遵守、介護報酬の請求、必要な計画・記録の作成等
☑法人として内部通報、事故報告に対応している

☑法人として相談・苦情に対応している

☑法人として高齢者の虐待・身体拘束防止に向けた研修を実施している

☑法人として法令等遵守に関する研修を実施している
☑法人として職員に対するストレスマネジメントやメンタルヘルスケアを実施している

☑行政・関係団体等から介護サービス関連情報を収集している
☑その他（具体的に記入してください）
　新規職員について、法人理念とともに法令遵守の考え方について説明を行っている。


（６）業務管理体制（法令等遵守）の評価・改善の状況
　（５）で記入した業務管理体制（法令等遵守）の取組状況について、貴事業者（法人）は、職員会議、取締役会等において評価・改善を行っていますか。以下の欄の該当する□にチェックしてください。実施している場合は具体的な方法について記載して下さい。
	状況の把握・分析・検証の実施について
	☑ 把握・分析・検証している　
□ 把握・分析・検証していない

	業務内容の見直し等について
	☑ 業務内容の見直し等を行っている
□ 業務内容の見直し等を行っていない

	実施方法・内容
・利用者とのコミュニケーション、家族等との面談や懇談会、意見箱の設置を通して、相談や意見、支援に対する評価等を聴き、状況把握を行っている。
・職場ミーティングを開催し、職員同士情報の共有と原因の分析、問題の解決策について話し合い、改善策や再発防止策を決定・実施している。
・利用者等からの苦情に関して、相談・解決窓口を設置、また第三者委員を選任し対応している。苦情の受付から改善までについて、法令遵守責任者が把握・監督するとともに、再発防止策の実施とチェック、対策に対する利用者や関係者、職員等の評価・意見を把握し対応する。
・相談や意見、苦情処理の状況等について、事業報告書等で公表している。
・分析・検証した結果は、必要に応じてマニュアルや各種計画に反映させ職員に周知し適宜、業務内容の見直しに役立てている。


	提出資料名：相談・苦情対応マニュアル


記入例





【本検査の趣旨について】


業務管理体制の整備については、不正行為を未然に防止し利用者の保護と介護保険運営の適正化を図るため、事業者に対して義務づけされたものです。


事業者の規模や法人種別等によって、法令遵守のために適した体制は異なりますので、自主点検表に記載された内容について、事業者自らが業務管理体制の整備状況等について自主点検を行い、現状について再認識し、必要に応じて改善を行っていくことが重要となります。


自主点検表の記載内容については、一概に良し悪しを決めるものではありませんが、確認の中で必要性を認めた場合は、今後の体制等の改善について、指導・助言をする場合があります。


【検査周期】


概ね６年に１回程度


介護・障害福祉サービス双方を提供する事業者については、いずれか一方についてすでに報告書を提出済の場合もありますが、報告の対象となるサービスごとの観点から記載願います。
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